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大野志郎・橋元良明

序：研究の概要

新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い，2020 年 4 月に一回目の緊急事態宣言が
発出され，大規模な行動制限が行われた。2021 年 1 月には感染者と死者数の増加と医療
逼迫を背景に，二回目の緊急事態宣言となり，飲食店への営業時間短縮要請，夜間外出自
粛の要請，テレワーク推進などが行われた。第 3 波がピークアウトし始めた 2021 年 1 月
下旬に実施された橋元良明ら（橋元他 2021）による調査によれば，二回目の緊急事態宣
言発出の直前とその後で，外出の機会がとても減ったと回答した割合は 28.6％となってお
り，その効果の高さが示されている。2023 年 5 月 8 日，厚生労働省（2023）は新型コロ
ナウイルス感染症の位置づけについて，それまでの「新型インフルエンザ等感染症（いわ
ゆる 2 類相当）」から，「5 類感染症」に変更した。これにより，政府として陽性者及び濃
厚接触者の外出自粛を求めることはできなくなり，また一律に日常における基本的感染対
策を求めることもないと宣言された。このメッセージは過去の緊急事態宣言と同様に，
人々の意識や行動に大きな影響を及ぼしたものと思われる。

橋元らが 2020 年に実施した調査によれば，第一回の緊急事態宣言を知った情報源はテ
レビが 58.0％ともっとも多く，次いでネットの記事が 27.5％，Twitter が 4.3％であった

（大野 2020）。公的メッセージが人々に届く際にテレビの影響が甚大であることを考えれ
ば，5 類感染症移行による「感染防止・外出自粛行動の緩和」というメッセージも，その
後の感染拡大状況についても，テレビのニュースを頻繁に見る人々によりよく届くものと
思われる。一方で，同調査によれば Twitter を情報源とした率は 10 代で 20.6％，20 代で
12.5％と若年層では高く，若者には公的メッセージが SNS を通じて届きやすいものと考
えられる。テレビでのニュース視聴時間やネットで新型コロナウイルス関連の記事を読む
頻度が，感染対策行動や継続意欲と関連することが示されており（天野他 2023：堀川・
橋元 2023），5 類感染症移行前後の行動変化にも，情報行動が関連しているものと思われ
る。

本研究では，5 類感染症移行前の 2023 年 2 月，2023 年 9 月に実施した 2 波の縦断調査
によるデータを用い，感染防止・外出自粛行動に影響を与えたメディア利用について検討
を行う。2 月は感染拡大の第 8 波における収束時期にあたり，9 月は第 9 波のピーク時期

感染防止・外出自粛行動と
メディア利用との関連
──新型コロナウイルス5類感染症変更前後のパネルデータ分析──
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にあたる。単純な感染者数では 9 月の方が深刻ではあったものの，5 類感染症移行の影響
もあり，人々の危機感は薄らいでいたものと思われる。

1：調査の概要

15 歳以上，69 歳以下である日本全国の登録モニタを対象に，全 2 波（wave 1・
wave 2 ）のオンラインアンケート調査を実施した。wave 1 は 2023 年 2 月 14 日から同月
16 日にかけて，株式会社クロス・マーケティングの全国の登録モニタを対象に実施した。
スクリーニング調査により，年齢は 5 歳刻みで均等に，性別は男女で均等 1 になるように
割り当てて回収を行った。本調査の回答数は 6000 サンプル（有効回答数 5925 サンプル）
であった。wave 2 調査は wave 1 の回答者を対象に，2023 年 9 月 14 日から同月 19 日に
かけて実施し，回答数 3473 サンプル（有効回答数 3319 サンプル）を得た。本研究では，
wave 1・wave 2 共に有効回答を得た 3319 サンプルを対象に分析を行なう。性別・年代
の分布を表 1 に示す 2。

2：調査方法

本研究では，感染防止行動，外出自粛行動を従属変数としたハイブリッドモデル
（Allison 2009）を用いて，どのような要因が感染防止・外出自粛行動に影響を与えたのか
を明らかにする。パネルデータ分析の利点として，説明変数 X と目的変数 Y との関係を，

「どのような X の傾向の人が，Y の傾向を見せるのか」という個人間効果（Between 
Effect）と，「個人の X の傾向が増減すると，Y の傾向が増減する」といった個人内効果

（Within Effect）に分けて抽出することができることが挙げられる。個人内効果の抽出に
は，アンケート等で取得しておらず変数として投入することができない個人差である「観
察されない個人間の異質性」を統制する必要があるが，固定効果モデルでは，個人の中で
の変化量を扱うことにより，時間により変動しない（時不変の）個人差を統制することが
できる。ただし，固定効果モデルでは，時間により変動しない個人差を説明変数として投
入することができない。ハイブリッドモデルでは，固定効果モデルの利点に加えて，個人
間の差異について検討することができ，時間により変動しない変数についても推定するこ
とができる 3。

分析には R 4.3.0（パッケージ：panelr, plm, effsize, car, dplyr, crosstable）を用い，有
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●表1　分析対象の年齢層・性別の分布
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意水準は 5％とした。

3：変数

3-1　目的変数
本研究の目的変数として，感染防止行動および外出自粛行動の変数を作成した。感染防

止行動変数として，最近の行動として「人と会う時は 2 メートル程度の距離を開けてい
る」，「外に出る際にはマスクを着用している」，「頻繁にアルコール消毒している」，「帰宅
時に必ず，手洗いやうがいをしている」のそれぞれについて，あてはまる場合に 1，あて
はまらない場合に 0 として加算し，項目数の 4 で除した値を用いた。信頼性係数（Kuder-
Richardson 20）は 0.64 であった。

外出自粛行動変数として，最近の行動として「新型コロナウイルス感染拡大前と変わら
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●表3　外出自粛行動の年齢層別の該当率

●表2　感染防止行動の年齢層別の該当率
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ず，友人・知人と顔を合わせて飲食している」（逆転），「人とほとんど会っていない」，
「人が集まる場所を避けている」，「外での飲食を控えている」，「旅行を控えている」，今回
の新型コロナウイルス感染症に関連して「外出を自粛している」にあてはまる場合に 1，
あてはまらない場合に 0 として加算し，項目数の 6 で除した値を用いた。信頼性係数

（Kuder-Richardson 20）は 0.73 であった。
参考までに，各項目の年齢層ごとの該当率を表 2，表 3 に示す。概ね，どの世代でも

wave2 時点の感染防止行動，外出自粛行動の該当率が wave1 と比較して減少している。

3-2　時変の説明変数
2 時点の時間の経過により変動する説明変数として，次の端末・コンテンツの利用時間

変数および，SNS 利用頻度変数，テレビ信頼変数，コロナ報道不足変数，SNS コロナ情
報接触変数を作成した。
テレビ時間「テレビ視聴時間」への回答を分換算した。
新聞時間「新聞を読む時間（紙媒体の新聞）」への回答を分換算した。
PCネット時間「パソコン（タブレット端末を除く）でのインターネット利用時間」へ

の回答を分換算した。
スマホネット時間「スマートフォン（iPhone，アンドロイド端末など）でのインター

ネット利用時間」への回答を分換算した。
タブレットネット時間「タブレット端末（iPad など）でのインターネット利用時間」

への回答を分換算した。
ゲーム時間「ゲーム専用機でのゲーム利用時間」「その他のゲーム利用時間」への回答

を分換算し，合算した。
TV ニュース時間「テレビでニュースを見る時間」への回答を分換算した。
TV ワイドショー時間「テレビでワイドショー（めざましテレビ，羽鳥慎一モーニング

ショー，ひるおび !，ミヤネ屋等）を見る時間」への回答を分換算した。
SNS利用頻度 LINE, X, Facebook, Instagram, TikTok の利用頻度の程度を示す変数と

してそれぞれ，「利用していない」を 1，「週に数回未満」を 2，「週に数回程度」を
3，「1 日 1 回程度」を 4，「1 日数回程度」を 5，「1 日 10 回以上」を 6 とした。

テレビ信頼「新型コロナ関連の情報についてはネット情報よりテレビの情報を信じる」
にあてはまる場合に 1，あてはまらない場合に 0 とした。

コロナ報道不足「メディアは新型コロナウイルスの危険性を十分に報道していない」に
ついて，「そう思う」を 4，「ややそう思う」を 3，「あまりそう思わない」を 2，「そ
う思わない」を 1 とした。

SNS コロナ情報接触「Twitter で新型コロナウイルス関連のツイートを読む」「LINE, 
Facebook, Instagram で新型コロナウイルス関連の投稿を読む」それぞれについて，

「よくある」を 4，「たまにある」を 3，「あまりない」を 2，「まったくない」を 1
として合算した。

就業形態 回答時の就業形態として，「フルタイムで働いている」「パートタイム，アル
バイト」「専業主婦／専業主夫」「学生・生徒」「無職（退職後の生活を含む）」のい
ずれに該当するかを示すカテゴリ変数を作成した。

3-3　時不変の説明変数
2 時点の時間の経過により変動しない説明変数として，2 時点目の年齢，性別，都市規

模を用いた。年齢は数値回答を用い，性別は女性を 0，男性を 1 とするダミー変数を用い
た 4。都市規模の程度として，1 万人未満を 1,1 万人以上かつ 5 万人未満を 2,5 万人以上か
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つ 10 万人未満を 3,10 万人以上かつ 50 万人未満を 4,50 万人以上かつ 100 万人未満を 5,100
万人以上を 6 とする変数を作成した 5。

分析に使用した変数の，wave 1・wave 2 それぞれの平均値と標準偏差，カテゴリ変数・
2 値変数への該当率を表 4 に示す。感染防止行動および外出自粛行動は 2 時点で有意に減
少しており，効果量（Hedges’ g）はそれぞれ 0.42（95％ CI: 0.37-0.47），0.46（95％ CI: 
0.41-0.51）であった。

●表4　分析に使用する変数の分布
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4：ハイブリッドモデルによる分析

はじめに，感染防止・外出自粛行動をそれぞれ目的変数とした分析モデルについて，
Breusch-Pagan Lagrange Multiplier Test を行ったところ，Pooled-OLS モデルに対して
ランダム効果モデルが支持された。続いて Hausman Test を行ったところ，ランダム効
果モデルに対して固定効果モデルが指示された。ハイブリッドモデルにおける固体内効果
の値は固定効果モデルの値と一致するため，本稿では固体内効果と個体間効果を同時に示
すことができるハイブリッドモデルを用いて分析を行なった。この結果を表 5 に示す。

固体内効果（Within Effect）を見ると，感染防止・外出自粛いずれについても，SNS
によるコロナ情報への接触頻度の減少と，感染防止・外出自粛行動の増加に有意な関連が
見られた（それぞれβ=-0.02，β=-0.04）。また TV ニュース時間は外出自粛行動にのみ関
連しており，視聴時間の増加と外出自粛行動の増加に有意な関連が見られた（β=0.03）。
個別の SNS 利用頻度をみると，感染防止行動については TikTok の利用頻度の減少と，
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●表5　感染防止・外出自粛行動を目的変数としたハイブリッドモデル

Est: 標準化回帰係数 , Within: 固体内効果，Between: 固体間効果 , ＊ : p<0.05, ＊＊ : p<0.01, ＊＊＊ : p<0.001
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感染防止行動の増加に有意な関連が見られた（β=-0.02）。
感染防止行動について個人間効果（Between Effect）を見ると，端末利用では PC の利

用時間（β=0.04），ゲームの利用時間（β=0.08）が長いことが，感染防止行動に関連し
ていた。SNS 利用については，X の利用頻度（β=0.07）が高いことが感染防止行動に，
Facebook の利用頻度（β=-0.04），TikTok の利用頻度（β=-0.07）が高いことが，感染防
止行動の少なさに関連していた。メディア情報への意識・行動として，ネットよりテレビ
を信頼する傾向（β=0.17），メディアによるコロナ報道を不足とする傾向（β=0.13）が
あること，SNS によるコロナ情報への接触頻度（β=-0.08）が低いことが，感染防止行動
の多さに関連していた。年齢・性別については，年齢が高いこと（β=0.11）が感染防止
行動に，女性に対して男性であること（β=-0.23）が感染防止行動の少なさに関連してい
た。

外出自粛行動について個人間効果を見ると，端末利用では PC の利用時間の長さが，外
出自粛行動に関連していた（β=0.06）。SNS 利用については，LINE の利用頻度（β
=-0.11），Facebook の利用頻度（β=-0.04），Instagram の利用頻度（β=-0.04）が高いこ
とが，外出自粛行動の少なさに関連していた。メディア情報への意識・行動として，ネッ
トよりテレビを信頼する傾向（β=0.07），メディアによるコロナ報道を不足とする傾向

（β=0.18）が大きいこと，SNS によるコロナ情報への接触頻度（β=-0.09）が低いことが，
外出自粛行動に関連していた。就業形態について，フルタイム勤務者に対して専業主婦・
専業主夫であること（β=0.07），無職であること（β=0.10）が外出自粛行動に関連して
おり，学生・生徒であること（β=-0.04）が外出自粛行動の少なさに関連していた。年齢・
性別・居住都市規模では，年齢の高さが外出自粛行動に関連しており（β=0.06），都市規
模が大きいこと（β=-0.05），女性に対して男性であること（β=-0.15）が外出自粛行動の
少なさに関連していた。

結：考察

本研究の単純な集計結果からは，wave2 調査時期は感染拡大ピーク時にも関わらず，5
類移行後ということもあり，wave1 時点よりも感染防止・外出自粛行動が減少したこと
が示された。また，ハイブリッドモデルによるメディア利用の変化に視座を置いた検証結
果からは，因果の方向性を十分に検証することはできないものの，SNS のコロナ情報接
触が増えることが，感染防止・外出自粛行動の減少につながる可能性が示された。SNS
でコロナ情報に接触している人ほど，感染防止行動も外出自粛行動が少なく，ネットより
もテレビを信頼する人，コロナ関連の報道を求める人ほど，感染防止行動も外出自粛行動
も多いという関連が見られた。特に個人内効果では SNS でコロナ情報に接触するほど，
感染防止行動も外出自粛行動も減少すること，ニュースを見るほど外出自粛行動が高まる
ことが，わずかながらも有意な値となっている。テレビのような従来の放送メディアへの
曝露は，マスク着用に関連する（Li et al. 2023），感染予防行動を強化する（Ren et al. 
2022）などの報告があり，またソーシャルメディアへの曝露は COVID -19 予防策の採用
には寄与しない（Li et al. 2023），感染防止行動に影響しない（Ren et al. 2022），健康保
護行動と負の関連がある（Koivula et al. 2023）ことが量的研究により示されている。ソー
シャルメディア利用については結果が一様ではないにせよ，本研究の結果はこれらの研究
の方向性と整合的といえる。

本調査からも分かるように，5 類移行後は全体として新型コロナウイルス感染への危機
感は減少しており，外出自粛だけでなく感染防止行動も減少していた。そんな中でテレビ
のニュースはわずかながら感染防止・外出自粛への意識を保つ効果を持ち，ソーシャルメ
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ディアによる新型コロナ関連の投稿はその逆の効果を持っていた可能性がある。5 類移行
当初はただちには屋外でのマスク着用の習慣は抜けず，諸外国と比較して立ち遅れている
日本という図式で語られることも多かったが，次第に屋外でのマスク着用者は減ってお
り，本調査の結果を見てもわずか半年間でいずれの年齢層でも 25 ポイント程度減少して
いる。5 類移行のような政策が感染防止・外出自粛行動の主流派を決定し，ソーシャルメ
ディア上で影響力を強めた可能性がある。このような傾向は 5 類移行による世論の変化だ
けでなく，ソーシャルメディアを通じて混然となったグローバライゼーションの影響も
あったかもしれない。世界全体を見ると，行動制限やマスク着用のない以前の生活を指向
しながらも，スマートシティに代表されるコロナ禍を経た都市計画のようなアフターコロ
ナの新しい社会を生み出そうという次の行動様式へと向かおうとするせめぎ合いの中にあ
り，小川（西秋）葉子（小川 2010）の指摘する集合的生命を再配列する変動のプロセス
として捉えられよう。
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●注

1． 「その他・答えたくない」は男女に均等に割り当てた。
2． 年齢層では特に 10 代の回収率が低くなっている。
3． 数式等の詳細は三輪・山本（2012）を参照。
4． 「その他・答えたくない」は 11 サンプルとわずかであったため，本分析からは除外した。
5． 厳密には変化し得る値だが，調査期間中での変化は非常にまれと考えられることと，wave 1 で取得していな

い変数であることから，wave 2 時点での居住都市規模を時不変の変数として用いた。
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